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酒 類 課 税 数 量 と 課 税 額 の 推 移 

課税数量（左軸） 

「課税額」 

平成9年以降、2兆円を下回っている。また消費者の低

価格志向により税率の低い酒類へシフトし、課税数量

の減少割合よりも課税額の減少割合が大きくなってい

る。 

課税額（右軸） 

「課税数量」 
平成11年度にピーク（1,017万ＫＬ） 
平成21年度はピーク時の約９割 
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（備考）１．成人人口は総務省統計局の人口推計年表（各年10月１日現在）のものである。
　　　　 ２．沖縄分は含まない。

成 人 人 口 一 人 当 た り 酒 類 消 費 数 量 等 の 推 移

86.5  

83.9  
85.0  

86.7  

89.8  

93.6  

95.7  

100.1  
101.5  101.8  

100.0  

101.6  

100.0  99.5  

96.1  

95.8  96.2  95.5  95.4  
93.9  

89.7  
88.5  

87.8  

86.1  
84.9  

82.5  82.6  

8,324 
8,417 

8,526 8,595 

8,705 
8,811 

8,920 
9,023 

9,142 
9,262 

9,380 
9,487 

9,608 
9,702 

9,787 
9,868 

9,934 
9,968 

10,020 
10,074 

10,172 

10,218 

10,266 

10,287 

10,316 

10,331 

10,336 

7,000 

7,500 

8,000 

8,500 

9,000 

9,500 

10,000 

10,500 

60.0  

65.0  

70.0  

75.0  

80.0  

85.0  

90.0  

95.0  

100.0  

105.0  

昭58 59 60 61 62 63 平元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

○ 成人人口は増加するものの、ライフスタイルの変化等により１人当たり酒類消費数量は近年右肩下がりの傾向にある。 
（万人） （L） 

1人当たり酒類消費数量（左目盛） 

（年度） 

成人人口（右目盛） 
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各酒類の課税数量（構成比率）の推移 
（単位：％） 

（年度） 

その他 

ウイスキー等 

果実酒等 発泡酒 
その他の 

醸造酒等 
リキュール 清酒 ビール 

しょうちゅう 

（連続式・単式） 

  消費者の低アルコール・低価格志向もあり、飲まれているお酒は変

化している。 
   特にビールについては、新ジャンル（その他の醸造酒やリキュー

ル）に移行している状況がうかがえる。 
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主な酒類の輸出入数量の推移
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 　　　 輸出数量 （単位：ｋｌ）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2010/2005
36,787 47,022 44,607 45,216 44,290 49,580 134.8%

（内）ビール 18,081 27,029 23,099 23,526 20,925 24,067 133.1%
（内）清酒 9,537 10,269 11,334 12,151 11,949 13,770 144.4%
（内）しょうちゅう等 4,707 5,155 5,285 4,201 5,773 5,035 107.0%
（内）ボトルワイン 330 388 314 312 338 212 64.2%

 　　　 輸入数量 （単位：ｋｌ）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2010/2005
421,724 418,521 415,344 429,381 465,360 536,377 127.2%

（内）ビール 37,922 37,707 31,830 33,706 30,729 29,429 77.6%
（内）新ジャンル･発泡酒等（※） 24,842 19,762 28,393 49,328 82,110 131,526 529.5%
（内）しょうちゅう等 94,471 90,311 86,465 79,943 76,075 76,329 80.8%
（内）ボトルワイン 118,108 119,405 119,044 118,937 127,792 133,517 113.0%

（※）「新ジャンル・発泡酒等」は、統計品目番号2206.00-225(麦芽を原料の一部としたもので発泡性を有するその他の発酵酒）である。

出典：財務省貿易統計
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（備考）１．国税庁調べ。
　　　　 ２．スピリッツ等には、原料用アルコールを含み、雑酒等には粉末酒を含む。
　　　　 ３．（　）内は構成比。
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6,625.8  
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1,415.1  

(10.0%) 

1,541.4  

(10.9%) 

607.2  (4.3%) 

702.9  (5.0%) 

1,270.8  (9.0%) 

1,138.9  (8.0%) 

課税数量 

合 計 

 

900万㎘ 

ビール 

連続式蒸留焼酎 

ビール 

発泡酒 

清酒 

（単位：万㎘） （単位：億円） 

その他：17.0(1.9%) 

 ・みりん：10.8(1.2%)   

 ・合成清酒：4.7(0.5%) 

 ・ブランデー：0.7(0.1%) 

 ・甘味果実酒：0.7(0.1%) 

 ・雑酒等：0.2（0.0%） 

 

その他：104.4(0.7%) 

 ・みりん：21.5(0.2%) 

 ・合成清酒：46.0(0.3%) 

 ・ブランデー：27.0(0.2%) 

 ・甘味果実酒：8.6(0.1%) 

 ・雑酒等：1.3（0.0%） 

  

          果実酒：25.0  

       ウイスキー：8.4  

スピリッツ等：254.8 

果実酒：197.9 

ウイスキー：311.7 

単式蒸留焼酎 
単式蒸留焼酎 

連続式蒸留焼酎 

その他の醸造酒 

リキュール 

課 税 額 

合 計 

 

１兆4,171億円 

発泡酒 リキュール 

その他の醸造酒 

清酒 

   スピリッツ等：26.5 

  酒税の課税実績(平成21年度) 

○低アルコールの酒類が好まれており、ビール・リキュール・発泡酒・その他の醸造酒の合計は、課税数量で全体の7割

超を、課税額では６割超を占めている。 
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 酒税率一覧表（平成 18 年５月１日～） 
１．酒税法第23条関係                                     

 （※）ホップ等を原料の一部とした酒類で次に掲げるものは、その他の発泡性酒類に含まれる。 

   １ 糖類、ホップ、水及び一定の物品(注)を原料として発酵させたものでエキス分２度 

    以上のもの（その他の醸造酒） 

    （注）「一定の物品」とは、次のものをいう。 

      イ たんぱく質物分解物（大豆を原料とするもの）及び酵母エキス又はこれらと 

カラメル 

      ロ たんぱく質物分解物（えんどうを原料とするもの）及びカラメル又はこれら 

と食物繊維 

      ハ とうもろこし、たんぱく質物分解物（とうもろこしを原料とするもの）、酵母 

エキス、アルコール、食物繊維、香味料、くえん酸三カリウム及びカラメル 

   ２ 麦芽及びホップを原料の一部として発酵させた発泡酒(麦芽比率が50％未満のもの) 

    に、大麦又は小麦を原料の一部として発酵させたアルコール含有物を蒸留したスピリ 

ッツを加えたものでエキス分２度以上のもの（リキュール） 
 
   ２．租税特別措置法第87条の２関係 

  次の品目のうち、発泡性のない酒類で、アルコール分13度未満のもの（リキュールにつ 

いては12度未満のもの）については、１の表にかかわらず、次表の税率を適用。 

３. 租税特別措置法第 87 条及び第 87 条の 6 関係 

    次の品目のうち、前年度の課税移出数量がそれぞれ 1,300kl 以下である者が、当年度に  

移出する酒類の 200kl までのものについては、１の表により算出した酒税額を次表の割合 

で軽減した酒税額とする。 

品  目 

軽減割合 

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 

清酒 

連続式蒸留しょうちゅう 

単式蒸留しょうちゅう 

果実酒 

25% 25% 25% 20% 20% 

合成清酒、発泡酒 25% 25% 20% 15% 10% 

ビール 20% 20% 15% 15% 15% 

(注)  ビールについては、平成 17 年 4 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日までの間に初めて      

ビールの製造免許を受けた者は、当該免許を受けた日から 5 年を経過する日の属する 

月の末日までは 20%。 

酒 類 の 分 類 アルコール分等 １  kl  当  た  り  税  率 

○発泡性酒類（基本税率）  220,000円 

 

ビ ー ル  220,000円 

発 泡 酒

麦芽比率50%以上又はアルコール分10度以上 220,000円 

麦芽比率25%以上（アルコール分10度未満） 178,125円 

麦芽比率25%未満（アルコール分10度未満） 134,250円 

そ の 他 の 発 泡 性 酒 類

ビール及び発泡酒以外の品目の酒類のうち、

アルコール分が10度未満で発泡性を有する

もの（※） 

 80,000円 

○醸造酒類（基本税率）  140,000円 

 清 酒  120,000円 

 果 実 酒   80,000円 

 そ の 他 の 醸 造 酒  140,000円 

○蒸留酒類（基本税率） 
21度以上 

21度未満 

200,000円に20度を超える１度ごとに10,000円加算 

200,000円 

 

連 続 式 蒸 留

し ょ う ち ゅ う
21度以上 

21度未満 

200,000円に20度を超える１度ごとに10,000円加算 

200,000円 
単 式 蒸 留

し ょ う ち ゅ う

原 料 用 ア ル コ ー ル

ウ イ ス キ ー

ブ ラ ン デ ー

ス ピ リ ッ ツ

37度以上 

37度未満 

370,000円に37度を超える１度ごとに10,000円加算 

370,000円 

○混成酒類（基本税率） 
21度以上 

21度未満 

220,000円に20度を超える１度ごとに11,000円加算 

220,000円 

 

 

合 成 清 酒  100,000円 

み り ん  20,000円 

甘 味 果 実 酒

リ キ ュ ー ル

13度以上 

13度未満 

120,000円に12度を超える１度ごとに10,000円加算 

120,000円 

粉 末 酒  390,000円 

雑 酒

みりん類似 

21度以上 

21度未満 

20,000円 

220,000円に20度を超える１度ごとに11,000円加算 

220,000円 

品 目 アルコール分等 １  kl 当 た り 税 率 

連続式蒸留しょうちゅう

単 式 蒸 留 し ょ う ち ゅ う

ウ イ ス キ ー

ブ ラ ン デ ー

ス ピ リ ッ ツ

リ キ ュ ー ル

９度以上13度未満 

 

 

９度未満 

80,000円に８度を超える 

１度ごとに10,000円加算 

 

80,000円 
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ＷＨＯにおけるアルコール関連問題の取扱い 

 
 

○ 世界保健機関（ＷＨＯ）は、「アルコールの不適切な摂取」を健康に与える重大なリスクの１つとして挙げており、この害を減らすた

めの取組を進めるべきとしている。 
○ 平成 22 年５月の第 63 回世界保健総会では、「アルコールの有害な使用を減らすための世界戦略」が採択された。この世界戦略は、各

加盟国の公衆衛生施策を補足支援するための様々な政策案が列記されたものとなっている。（各加盟国は政策案の内容を実施するよう

義務付けられてはいない。） 
 

アルコールの有害な使用を減らすための世界戦略 （抄） 

 

政策分野 政策案 

アルコール飲料の 
入手可能性 

○ 小売店の数と設置箇所の規制 
○ 小売販売の日数及び時間の制限 
○ アルコール飲料の購入または摂取についての適切な最低年齢の設定 

アルコール飲料の 
マーケティング 

○ マーケティングの内容及び量の規制 
○ ソーシャルメディアなど、新たな形態のマーケティング手法の規制 

価格設定方針 
○ アルコール製品の最低価格の設定 
○ 価格プロモーション、割引販売、原価割れ販売、飲み放題均一料金、その他の大量販売の禁止又

は制限 
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「酒類に関する公正な取引のための指針」 

 

 目的：酒税の確保及び酒類の取引の安定化（酒類業組合法１条）                                    酒類業の健全な発達 

 

（はじめに） 

① 近年の酒類市場 ⇒ ・ 経営環境の変化（人口減少社会の到来など）・・・・・・・・・・・・・・＞酒類全体では数量ベースでの国内市場の拡大困難 

・ 酒類小売業の多様化（ｺﾝﾋﾞﾆ、ｽｰﾊﾟｰ、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱなど）・・・・・・＞事業者間で取扱数量や取引価格に格差 

② 酒類業の健全な発達に向けた課題 ⇒ 「量から質への転換」、「消費者の視点」、「販売管理」、「公正取引の確保」 

③ 酒類業組合法第８４条<<酒税保全のための勧告又は命令>>の適用の可能性を踏まえつつ、「酒類に関する公正な取引の在り方」、「公正取引

委員会との連携方法等」を提示 ⇒ 公正取引の確保に向けた自主的な取組を促進 
 

第１ 酒類に関する公正な取引の在り方 

（酒税保全の観点から酒類取引の在り方を提示） 

第２ 取引状況等実態調査の実施及び公正取引委員会との連携等 

（国税庁の対応） 

１ 合理的な価格の設定 

① 価格は「仕入価格＋販管費＋利潤」となる設定が合理的 

また、酒類の特殊性から妥当なものであるべき。 

② 酒類の特殊性に鑑みれば、顧客誘引のための「おとり商品」として

使用することは不適正な慣行であり改善していくべき。 

③ 的確な需給見通しに基づき、適正生産を行うべき。 

２ 取引先等の公正な取扱い 

合理的な理由がなく取引先又は販売地域によって取引価格や取引

条件について差別的な取扱いをすることは、価格形成を歪める一因 

３ 公正な取引条件の設定 

スーパー等大きな販売力を持つ者が、自己都合返品、ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾌﾞ

ﾗﾝﾄﾞ商品の受領拒否、従業員等の派遣、協賛金や過大なセンターフィ

ーの負担等の要求を一方的に行う場合、又はこれらの要求拒否を理

由として不利益な取扱いをする場合は、納入業者の経営を悪化させ、

製造業者の代金回収に影響し、酒税保全上の問題発生のおそれ。 

４ 透明かつ合理的なリベート類 

透明性及び合理性を欠くリベート類は、廃止していくべき。 

１ 効果的な取引状況等実態調査の実施等 

① 市場への影響の大きな業者に対し重点的に調査を実施 

② 改善指導を行った業者についてはフォローアップ調査を実施 

③ 問題取引とその指導事績は可能な限り具体的に公表し、他の業

者において同様の取引が行われないよう啓発 

２ 酒税保全措置 

① 酒類業組合法第８４条第１項に規定する過当競争の有無は、第１

の「酒類に関する公正な取引の在り方」を参考に判定 

② 酒税保全措置が必要な事態があるときは、事態解消に必要最小

限の措置 

３ 独占禁止法違反等への対応 

国税局長は、酒類業者の取引に関し独占禁止法に違反する事実が

あると思料したときは、公正取引委員会に対しその事実を報告 

４ 公正取引委員会との連携等 

① 国税庁は公正取引委員会と流通上の諸問題について協議 

② 国税局に市場問題の情報を一元的に管理する担当者を配置 

 

指針に則した取引の実行⇒経営健全性と消費者利益の向上 

平成 18 年 8 月 31 日 

国税庁 （酒税課） 
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酒類の取引状況等実態調査実施状況 
平成 21 事務年度分（平成 21 年７月～平成 22 年６月） 

 

１ 平成 21 事務年度の実施状況等 

(1) 調査場数等                                    

 一般調査 フォローアップ調査 合  計 報告件数

調査場数 ２，９６２ 場   ２９７ 場 ３，２５９ 場 ６１ 件

（注）「報告件数」は、独占禁止法第45条第１項に基づき、公正取引委員会へ報告を行った件数である。 
 

(2) 一般調査の状況 

調査対象者 
の 業 態 等 

調 査 場 数

「指針のル

ー ル １ ～

４」に則し

ていない取

引が認めら

れた場数 

「ルール１」 

合理的な価格の設定をして

いないと認められたもの
「ルール２」

取引先等

の公正な

取扱いが

行われて

いないと

認められ

たもの 

「ルール３」

公正な取

引条件の

設定がな

されてい

ないと認

められた

もの 

 
 

「ルール４」

リベート

類の提供

が透明か

つ合理的

でないと

認められ

たもの 

 

総販売原価

を下回る価

格での販売

が認められ

たもの 

仕 入 価 格

（ 製 造 原

価）を下回

る価格での

販売が認め

られたもの

小売業者 

 場

2,597

  場 

2,572 

場

2,572

場

803

場

4

場

    0

場 

  5 

卸売業者 244   239 237 103   91 3 74 

製造業者    121     112 82 45    83    3   94 

合 計  2,962 2,923 2,891 951   178   6   173 

（注１） 調査した取引の中に、１取引でも総販売原価を下回る価格での販売等が認められた場合について１場と数えている。 

（注２） 複数の「指針のルール」に則していない取引が認められた場合には、それぞれの項目に１場として数えているため、 

「『指針のルール１～４』に則していない取引が認められた場数」と各項目の合計は一致しない。 

（注３） 総販売原価とは、仕入価格（製造原価）に販売費・一般管理費等を加えたものをいう。 

 

調査対象者
の業態等 

調査（確認）
場数 

指摘事項の
全てが改善
されたもの

指摘事項の 
一部が改善 
されたもの 

指摘事項に 
改善が見られ 
なかったもの 

小売業者 １６１
場

１
場

１４９
場 

１１ 
場 

卸売業者 ７０ ３ ５７  １０  

製造業者 ６６ １４ ５０  ２  

合 計 ２９７ １８ ２５６  ２３  

 

(3) フォローアップ調査の状況 

２ 一般調査実施場数の推移 

3,095

2,031
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1,373 1,266
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